
26 27

VA L U E  C R E AT I O N  S T O R Y  

双日株式会社 統合報告書2023 双日株式会社 統合報告書2023

ベトナムの「今」に寄り添い、事業と人材を創造し続けてきた双日の価値創造ストーリー

New way, New valueをスローガンに、「事業と人材を創造し続ける総合商社」を目指す双日にとって 

象徴的な国、それがベトナムです。国の成長に寄り添い、その時々に「必要なモノ・サービスを必要なところ

に提供する」ために事業を創造し、事業を通じて人材が活躍できる場も作り続けてきました。

ベトナムでのNew way, New valueの実践を通して、双日が変化を続けながらその使命を果たし、 

成長を続けてきたストーリーをお届けします。

ベトナムにおける拠点一覧

ベトナムにおける双日グループ社員：

3,300名（2023年3月末時点）

双日ベトナム会社 ハノイ支店
・Japan Vietnam Livestock Co., Ltd.

・Nissho Electronics Vietnam Company Limited

双日ベトナム会社
・Huong Thuy Manufacture Service Trading Corporation.

・MINISTOP Vietnam Co., Ltd.
・New Land Vietnam Japan Joint Stock Company

Vietnam Japan Chip 
Corporation （Vung Ang）

Quy Nhon Plantation Forest 
Company of Vietnam Ltd.

・New Land Vietnam Japan Long An LLC
・Kyodo Sojitz Feed Company Ltd.

MF Vietnam Ltd.

RYNAN Holdings JSC

Vietnam Japan Wood 
Chip Cai Lan Corporation

Vietnam Japan Chip 
Corporation （Da Nang）

ベトナムにおける 
New way, New value
の実践

・Japan Vietnam Fertilizer Company
・The Long Binh Industrial Zone Development LLC

・Long Duc Investment Co., Ltd.
・Japan Best Foods Co., Ltd.
・Mitsuba Vietnam Co., Ltd.

・SOL Energy Co., Ltd （SOGEC 70%）

・ Interflour Vietnam Limited
・Phu My 3 BOT Power Co., Ltd.
・Sojitz Osaka Gas Energy Co., Ltd.
・Saigon Paper Corporation
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常にベトナムの「今」に寄り添い、
ベトナムの経済成長に貢献し続けてきた、
双日の事業の変遷
1986年に駐在員事務所を開設し、早くからベトナムに進出。国の発展を支えるインフラ事業から、 

ニーズの多様化に対応する小売事業まで、時代の変化に応じて、その時々に必要とされる 

モノ・サービスを届けてきました。

1986  西側諸国初 ベトナム・ハノイに 
駐在員事務所開設

1987  第一回「日商岩井－ベトナム経済・
技術合同委員会」開催

1993  植林・チップ生産会社 
（Vietnam Japan Chip Corporation 
Ltd）設立

1996  高度化成肥料製造会社 
（Japan Vietnam Fertilizer 
Company）設立

  ロテコ工業団地設立

2004  ベトナム初のIPPプロジェクト、
発電所「フーミー3」運転開始

2006  日系企業初の「ベトナム国友好
勲章」受章

2007  穀物・飼料事業（Interflour 
Vietnam Limited）へ出資、
Kyodo Sojitz Feed Company 
Ltd.設立（日系企業初の海外畜
産用配合飼料の生産・販売事業）

2008  食品・生活雑貨等卸会社Huong 
Thuy Manufacture Service 
Trading Corporationへ出資

2011  ロンドウック工業団地設立

2015  ミニストップ株式会社と 
共同でコンビニエンスストア 
事業を開始

2016  コールドチェーン物流事業参入
（New Land Vietnam Japan  
Joint Stock Company）

2017  日配総菜製造・畜肉加工事業参入
（Japan Best Foods Co., Ltd.）

2018  家庭紙・段ボール原紙等の製紙事
業参入 
（Saigon Paper Corporation）

2021  酪農・乳製品ビナミルクグループ
と提携しJapan Vietnam Livestock 
Co., Ltd.を設立

ベトナムの一人当たりGDP推移 
（現在価格：米ドル）
出典：IMF
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2028年予測
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早期に進出し、国の基盤を担う事業を展開

1970年代から原油開発や石炭などを中心にベトナム

とのビジネスを展開していた日商岩井は、1986年、西

側諸国の企業で初めてベトナム政府の許可を得て駐

在員事務所を開設しました。以降、戦争と焼畑農業の

影響で荒廃した森林回復という環境課題を背景にし

た、植林・チップ生産会社VIJACHIP社や、外資による

初のIPPプロジェクトである「フーミー3」発電所など、

国の基盤を支えるさまざまな事業を手掛けてきました。

ベトナムの経済発展に伴い、ロテコ工業団地、ロンド

ウック工業団地をはじめとして工業化に対応する事業

への投資を加速。双日ロジスティクスの物流機能、双

日ベトナム会社によるガスの集中供給など、双日の総

合力でさまざまなファシリティをワンストップで提供す

ることで、ベトナムに進出する日系企業の受け皿となり、

多くの企業を誘致しました。

消費の拡大を見越しリテール分野への投資を積極化し、

製造・物流・小売のベトナムにおける食のバリュー

チェーンを構築しました。具体的には、日配総菜及び畜

肉加工の製造販売を行うJapan Best Foods社の製品を、

食品・生活雑貨等卸売のフン・トゥイ社、四温度帯物

流のNew Land Vietnam Japan社の高機能物流インフ

ラを活用してミニストップ店舗に届けるバリューチェーン

を構築し、それを軸とした事業拡大を進めています。

産業成長フェーズの変化に寄り添いながら、投資を加速 高度経済成長に伴い、豊かな食を届ける事業を中心に拡大

2023年に日本とベトナムは外交関係樹
立50周年を迎えました。発展を続ける
両国の友好・協力関係に、双日はこれか
らも貢献を続けていきます。

ヴォー・ホン・フック著 
『私たちの物語：日越を 
つないだベトナム元大臣
の回想録』より抜粋

2005年、日商岩井はニチメンと合併して双日グ
ループとなった。ニチメンもまた、貿易や投資の
多くの分野でベトナムと密接な関係を持ってき
たグループだ。合併によって力も増強された。
　投資・貿易関係において、同グループは常に、
ベトナムとの長期的で伝統のある関係を有する
企業として存在してきた。
　貿易額は日に日に増加した。
　電力、肥料・化学製品の生産、林産物加工、
食糧、家畜食料、スーパーマーケットのシステム、
日本企業からの投資誘引のための工業団地の
建設など、多くの投資案件が多様な分野で展開
された。双日もまた、社会に寄り添う日本の大
手グループとして責任を全うする姿を常に体現し、
ベトナムの経済・社会の発展にも寄与してきた。
今現在に至るまで、双日はベトナムで活動する
日本の有数の経済グループとしての地位を維持
している。

書籍の概要
ヴォー・ホン・フック元大臣自らが、生い立ちから2011年
に引退するまでの業績や、その間の数 の々エピソードを語っ
た回想録である。その筆致からは、社会主義国であるベト
ナムが世界に市場を開放し、各国からODAや投資を呼び
込む外交の現場をリアルに知ることができる。
　1945年にベトナムのハティン省ドゥクトー地区に生ま
れたフック氏は、大学卒業後、国内の開発計画などを担う
国家計画委員会（後の計画投資省）に就職。石油天然ガ
ス・地質副局長などを経て工業局長となり、工業先進国
や国際金融機関との交渉をけん引していく。計画投資大
臣就任後は、「日越共同イニシアティブ」の設置・運営に
尽力した。

ベトナム チン首相（右）と面談を実施 
した当社社長の藤本（左）

2023年3月 牛の肥育農場・食肉加工
工場の起工式を開催

フーミー3発電所

ロンドウック工業団地
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例えば、食肉を購入する際、市場で吊り下げられている

肉の塊からブロックを切り出して販売している方が新鮮

であると考えられ、CVSやスーパーマーケットに並ぶ包装

された肉製品に対し、どのように加工がなされているか

分からないという不安を抱く消費者も多い。

　日本で成功している店舗運営や商品ラインアップをその

ままベトナムに持ってくるのでは、価値観や文化、味覚の

違いなどから、受け入れられるのは難しい。田井は話す。

「郊外では、都市中心部以上に、出店する場所によってニー

ズが異なってきます。商圏の狭いCVSでは、そのニーズの

見極めが成否のカギを握ります。ベトナムのことを知って

いるのはベトナムの人ですから、商品企画は基本的に現地

のスタッフに任せています」。新規出店は、田井の心躍る

瞬間だ。目指すは、2025年までに500店舗。お客様のニー

ズをつかむことができるか、現地スタッフとの挑戦が続く。

安全・安心な製品とマーケットインの発想で 

支える食の多様性
食品をはじめとする消費財を人々に届け、現地目線での

細やかなニーズの変化を捉えながら人々の生活に寄り添

うベトナムミニストップ。双日は、そこに並ぶ多様な商品

の供給を支える企業にも出資し、消費財のバリュー

チェーンを形成している。Japan Best Foods Co., Ltd.（以

下、JBF社）は、2017年に業務用冷凍食品メーカーの日

東ベスト株式会社と双日の共同で設立された。工場は双

日グループが運営するロンドウック工業団地内に位置す

る。JBF社は、CVSやスーパーマーケットをはじめとした

小売業者向けに日配総菜品の製造販売を行っており、ミ

ニストップの店頭に並ぶおにぎりやサンドイッチ、お弁当

も製造している。

　ベトナムの食文化の変化について、JBF社に出向中の

牧野はこう話す。「以前は、競合他社の商品にむらのある

ものが多く、日本の技術を用いて安定した品質の商品を

365日毎日製造し、店舗へ送り届けるだけで価値が認め

られていました。今ではそれが当たり前になり、商品開

発の工夫が必要になっています」。JBF社の工場内にある

商品開発室では、日々新たな商品の開発に向けた試作

が行われている。売上の大部分はCVS各社からの要望

に基づくプライベートブランド商品が占めるが、自社ブラン

ドのおにぎりやサンドイッチも展開している。おにぎりや

サンドイッチをはじめとする日配総菜は、ベトナムでは浸

透し始めたばかりの食文化ではあるが、ローカルの小売

業から新たに取り扱いの要望も受けている。こうした場合、

まずは自社ブランド商品を流通させ、売れ行きが好調で

あれば顧客のロゴを入れたプライベート商品として本格

的な販売に移る流れだ。

　JBF社は今後も、小売業態を含む食品関連市場のさら

なる発展に向け、事業拡大を目指していく。事業環境に

ついて、牧野はこう話した。「ベトナムはとても活気があり、

平均年齢が31歳と若い国です。若者の嗜好は変化し、

食の多様化が進んでいるので、ベトナム人のニーズをしっ

かりと理解しながら、経済成長を取り込み、成長につな

げていきたいですね」。ベトナムの発展を、JBF社は食で

支えていく。

必要なものを必要な場所に、
必要な時に届ける物流網の構築
双日がベトナムでの食品流通事業に本格的に取り組み

始めたのは2008年、ベトナムの大手ディストリビューター

（食品・生活雑貨等卸会社）Huong Thuy Manufacture 

Service Trading Corporation（以下、フン・トゥイ社）へ

マーケットインの発想で消費者との接点を拡大
ベトナムで159店舗（2023年8月時点）を展開するミニス

トップ。双日は2015年からミニストップ株式会社と共同

でコンビニエンスストア（以下、CVS）市場、小売市場で

のマーケットシェア拡大を目指している。現在、ベトナム

では、パパママショップと呼ばれる家族や個人が営む零

細小売業態が主流で、最大の都市ホーチミンでも、中心

部から少し歩くとパパママショップが軒を連ねている。経

済発展に伴い、CVSやスーパーマーケットなど、モダント

レードと呼ばれる業態の進出が進みつつあるが、同時に

競争も激化している。2019年から現地でミニストップの

事業に携わる田井はこう語る。「CVSを利用するのは、主

に一定以上の所得がある顧客層です。当然のことながら、

高所得者層が多く住む都市中心部に出店する方が勝算

は高いわけですが、競合も同じことを考えるため、土地の

確保が難しくなっています。そのため、郊外への出店を

進めていますが、まだまだ郊外では、CVSの利用自体が

進んでいないのが現状です」。郊外を中心とする、パパマ

マショップや伝統小売市場での買い物が習慣となってい

る地域では、食に対する価値観も日本とは大きく異なる。

左：店長を務める現地スタッフ（中央）と、田井（左）、髙市（右）　中央：ミニストップの店頭にはJBF社から届いたおにぎりやサンドイッチなどが並ぶ。　右：最大の商業都市ホーチミン
も、中心地を少し離れると個人経営の露店が立ち並ぶ。

左：多品種を製造するために手作業の工程が多いのは日本の工場と同様だ。　中央：工場内で仕分けされた商品は、顧客であるCVS各店舗へ毎日配送される。
右：JBF社に出向中の牧野。取材後に工場前にて。

消費者接点

JBF社
おにぎり・惣菜等日配品を製造

フン・トゥイ社
食品や日用品をベトナム内外から調達

NLVJ社、NLVJ LA社
四温度帯対応して保管・物流

トラディショナルトレード
（パパママショップ等）

モダントレード（ミニ 
ストップ含むCVS等）

HORECA
（ホテル等）

モダントレード うち、CVS店舗数
ベトナム全体 9,700 1,100
ホーチミン市内 3,600 800

注： 2023年7月時点。当社調べ。モダントレードは、スーパーマーケット、ミニマート、
ドラッグストア、CVS、ベビー用品ショップ等の店舗数を集計。

ベトナム内外の多様な 

製品を届ける
安全・安心な日配総菜を 

届ける

消費者へ
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1時代の一歩先を行く
消費財バリューチェーンの構築
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の出資からだった。同社の創業者で、現在は会長を務め

るフン氏は、ベトナムを代表する女性経営者の一人だ。一

代で個人商店からベトナム大手のディストリビューターを

築き上げたフン氏と双日との付き合いは、2000年の日商

岩井時代に遡る。当時双日は、日本の菓子メーカーの商

品をシンガポールから輸入し、フン・トゥイ社へ販売して

いた。そこから取引を重ねる中で積み上げてきたフン氏と

の信頼関係をもとに、フン・トゥイ社への出資に至ったのだ。

　明確な差別化が難しい食品卸事業を展開する上で、

現地で事業を行ってきた同社が持つネットワークは大き

な競争優位性となる。実際にフン氏を信頼して、同社に

発注を出すメーカーは現在でも多い。ただし、成長著し

い市場において、環境の変化は早く、現状の地位に甘ん

じてはいられない。フン・トゥイ社でGeneral Directorを

務める佐古はこう語る。「コロナ禍を経て市場環境の変

化をこれまで以上に感じるようになりました。四温度帯

物流網の拡大や、デジタルを活用して従来の零細小売業

態を含む顧客とつながるプラットフォームなど、新たなビ

ジネスモデルの構築を急いでいます。今うまくいっている

からといって今後も安泰だとは考えていません」。

　食品流通の近代化に寄与していくにあたり、特にカギ

となるのは四温度帯物流*だ。フン・トゥイ社は、2012

年に双日が子会社化して以来、国分グループ本社株式

会社、現地パートナー会社のNew Land Co. Ltd.（以下、

New Land社）と共同で卸・物流システムの整備を段階

的に進め、特に直近の4年間にて四温度帯に対応した全

国物流網の整備や情報流通システムの構築、マーチャン

ダイジング力の強化などに取り組んできた。「冷蔵」「冷凍」

の管理が必要となる四温度帯物流は、食品流通におい

て未だ常温品の物流が中心であること、コストの高さから、

ベトナムではまだ浸透していない。一方、CVSやスーパー

マーケットといったモダントレードと呼ばれる小売業態

の成長は著しく、小売業態における設備の整備に伴い、

「冷蔵」「冷凍」食品の物流に対するニーズは急速に高まっ

ている。ベトナムの小売店舗では、フン・トゥイ社が扱う

製品の3割は乳製品で、その多くはマルチナショナルメー

カーの製品だ。それらのメーカーには、バター、チーズな

どの温度管理が必要な商品が多い。四温度帯物流網の

構築が進むことにより、マルチナショナルメーカーがベト

ナム市場に投入する製品の種類も増えていくだろう。
*  「冷凍」「冷蔵」「常温」の温度帯に加え、通年30℃を超える当地での常温保管には 
　適さない食品を10～25℃の間で温度管理する「定温」を加えた四温度帯のこと。

時代の変化を捉える、一歩先を行く投資
2016年に設立したNew land Vietnam Japan Joint Stock 

Company社（以下、NLVJ社）も、四温度帯での物流サー

ビス（商品保管・仕分・配送など）を小売業や製造業など

の顧客に提供している。前述のJBF社で作られたおにぎり

やサンドイッチなどの日配総菜も、NLVJ社の冷蔵倉庫に

移され、店舗ごとに仕分けされてミニストップなどのCVS

店舗へ配送される。今でこそCVSで販売される商品の物

流は軌道に乗っているが、双日に物流倉庫運営の経験が

あったわけではなく、ここまでの道のりは長かった。店舗

ごとに仕分けする庫内オペレーションを安定させること

に加え、各店舗への配送においても法律や条例の変更・

厳格化への対応が求められる。これらに一つひとつ対応

し、オペレーションを安定させるとともに、顧客を獲得し

てきたことで、今ではほぼフル稼働状態だ。ミニストップ

や大手スーパーと取引をしていることが信頼につながり、

新たなお客様と取引がはじまるきっかけとなることも多

いという。

　NLVJ社の倉庫は、約7割が「常温」「定温」、約3割が

「冷蔵」「冷凍」となっている。倉庫業は、扱える容量が決

まっているため、収益を向上させるには、取り扱い単価を

上げるか、保管効率を上げる輸送サービスや、その他サー

ビスを受注することが必要となる。その中でも、単価の

高い「冷蔵」「冷凍」の取り扱い拡大が今後の事業成長の

カギとなっている。NLVJ社に唯一日本人で出向中の橋本

も、四温度帯物流のニーズについてこう語った。「小売業

の発展や、家庭への冷蔵庫の普及等もあり、冷凍・冷蔵

の肉・果物・野菜の取り扱いや照会が増えてきています。

さらに、ベトナムではもともと栄養源として乳製品への期

待値が高く、冷蔵の乳製品の需要も活発です」。

　さらなる物流サービスの充実に向けて、双日は、国分

グループ本社株式会社、New Land社と共同で、New 

Land Vietnam Japan Long An LLC（以下、NLVJ LA社）

を設立。ホーチミン中心部から南西に約30kmの場所に、

新たな四温度帯倉庫を建設し、2023年8月に稼働を開

始した。その規模はNLVJ社の倉庫の約3倍で、倉庫の約

7割のスペースが冷蔵及び冷凍エリアになっている。トラッ

クの輸送機能も保有することで、食品保管から配送まで

一貫した温度管理を可能とする低温物流サービスを提

供していく。双日としては、日配総菜製造、食品卸売、

CVSと、川上から川下までつながる消費財や食品バリュー

チェーンを強化する狙いだ。「ここでは四温度帯での保

管機能に加え、商品の仕分けから配送まで可能です。小

売業態の変化によってそうしたニーズは今後増えていく

でしょうから、時代の少し先を行くサービスを提供できる

と考えています」。7月上旬、稼働前の巨大な倉庫の中で、

NLVJ LA社の代表を務める櫻井はこう話した。実際に食

品メーカーをはじめとする顧客からの期待も大きいという。

倉庫業は、顧客との契約が倉庫建設後に決まることが多

く、顧客を獲得し、稼働率を高めていくことがこれからの

課題だ。ローカルでビジネスを行う顧客がメインターゲッ

トとなるため、地道な営業活動が必要になる。双日の倉

庫業の実績は多いわけではなく、まだNLVJ LA社の倉庫

ビジネスはスタート地点に立ったばかりだが、見えない

ところに事業の基盤もある。櫻井はこう話す。「営業先で

お客様にリーフレットを渡すと、『双日とは昔こんな付き

合いがあったよ』という話が出てきたり、グループ会社経

由でお客様との接点を持つことができたり、ベトナムでの

双日のネームバリューを、身をもって感じています」。

今後のビジョンと果たす使命
双日グループは、同様の四温度帯倉庫の北部での建設

も計画しており、今後は四温度帯物流網のベトナム全土

への展開を目指している。経済発展著しいベトナムにお

いて、長年さまざまな事業を行ってきた双日は、常に、一

歩先を見据え、次に必要とされる事業の創出を続けてき

た。事業を点ではなく、それらをつなげた線、そして面で

展開することで、強固な事業基盤を構築し、成長を捉え

ていこうとしている。「必要なモノ・サービスを必要なと

ころに提供する」。この総合商社としての使命を、双日は

これからもベトナムの地で果たし続けていく。

左：佐古はフン・トゥイ社のさらなる成長を見据える。　中央：フン・トゥイ社の倉庫（定温）。食品をはじめとする消費財が、ベトナム内外から集まる。
右：NLVJ社の輸送トラック。

左：櫻井の取材中、稼働前の冷蔵倉庫内にて。　中央：NLVJ社のCEO、Son Hoang Hai（右）と橋本（左）　右：2023年7月上旬、稼働前のNLVJ LA社の倉庫外観
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2事業や人材を創造し続ける 
ベトナムでの新たな取り組み

左：井上はプロジェクトの構想について熱く語ってくれた。　中央：KSF社の主力商品である、養豚向け飼料。 
右：2022年3月にKSF社に着任したリンは、KSF社の好業績の要因はマーケットインの考え方にあると語ってくれた。

左：ナムはベトナムと日本の商習慣や文化の良いところを掛け合わせていきたいと話してくれた。　中央：左から、ナム、吉川、春本、ニー。
右：このプロジェクトを通じてトレンドを作っていきたいと語ってくれた吉川。
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常識に囚われない発想が
生み出した全社プロジェクト
双日は2021年9月、ベトナム最大手の乳業メーカーであ

るVietnam Dairy Products JSC（以下、ビナミルク）グルー

プと、Japan Vietnam Livestock Co., Ltd.（以下、Vietnam 

Livestock社）を設立。ベトナムでまだ主流ではない牛肉

需要を掘り起こし、成長力を取り込むべく、事業組成を

進めている。

　このプロジェクトが始まるきっかけとなったのは、ベト

ナム国内で配合飼料の生産・販売を行う、双日グループ

のKyodo Sojitz Feed Company Ltd.（以下、KSF社）だ。

当時KSF社はビナミルクグループとの取引はなかったが、

日本品質の牛用飼料に興味を有した同社よりコンタクト

があった。協議を重ねていく中、ビナミルクグループが乳

牛の雄牛を基軸とした食肉事業を検討しているという情

報をつかみ、双日グループとして協業の提案を持ち掛け

たのが始まりだった。ビナミルクグループの事業基盤（乳

牛の雄牛、及び搾乳後の雌牛の安定的な供給）と、双日

が提供する日本基準の肥育方式、食肉加工技術、牛肉製

品のマーケティングノウハウを掛け合わせ、ベトナムに牛

肉のマーケットを創出する。鶏・豚用飼料をメインに扱う

飼料会社から、なぜこのような構想が持ち上がったのか。

　案件開発者の一人であり、2023年7月までKSF社の社

長を務めた井上は、2019年にKSF社に着任するまでは

食料事業や肥料、経営企画部を経験しており、飼料ビジ

ネスの経験は皆無だった。双日において、全く別の領域

を渡り歩くことは珍しくない。井上はこう語る。「素人だ

からこそ、そのビジネスの常識に染まるのではなく、飛び

地を目指していかなくてはならないと意識していました。

常識的に考えていたら、競合と同じように鶏や豚を軸と

したインテグレーション（肥育・加工・販売）の構想にと

どまっていたかもしれません」。

　井上はこの7月に社長を退任し、さらなる成長ステー

ジを迎えているKSF社の舵取りを後任に託した。社長と

して好業績を上げ、全社プロジェクトの発案も行った井

上だが、まだ先を見据えている。「我々は商社ですので、

KSF社が成功したからといって、同じような飼料会社を増

やしていくことだけが選択肢ではありません。常に飼料

事業を通じて何が展開できるかを考え、周辺事業領域の

開拓や、顧客・パートナーとの共創を通じた事業の幅出

しを目指していきます」。

多様な経験を持つメンバーが集結した 

プロジェクトチーム
ビナミルクグループとの食肉事業構想は、発案から約1

年で協働のための基本合意を締結。プロジェクトの進行

が本格化したタイミングで、インフラ・ヘルスケア本部で

再生可能エネルギー等を担当していた春本をはじめとす

るメンバーが着任。ベトナム最大級の総合食肉事業者プ

ロジェクトを成功に導くため、本部をまたいで人材が集

められた。

　井上と同じく、未経験の分野に飛び込んできた春本は

こう語る。「全く違う分野ではありますが、これまでのキャ

リアが活きている部分は多いです。再生可能エネルギー

事業での、土地探しから許認可の取得や事業計画の策

定といったプロセスはここでも同じでした。そうした事業

開発、時間と行程管理、チームマネジメントがここでの私

の役割だと認識しています。小さな成功を積み上げ、前

進し続けることが関係者のメンバーのモチベーション維

持にも重要で、それは本プロジェクトを含めどの事業で

も同じだと思っています」。

　明確なビジョンはあるが、まだ形になっているものは

ほとんどない。ゼロからのスタートといえるプロジェクト

だった。ここから食肉加工センターのコンセプト立案か

ら建設、牛の肥育手法の研究や将来を見据えた販売チャ

ネルの開拓など、春本を中心に、複数のチームがそれぞ

れの役割で取り組みを進めていった。

　春本と同じタイミングで企画業務室からの異動で着任

し、乳牛の肥育のトライアルを担当したナムはこう語る。

「ここに来るまで、もちろん牛の肥育に関する知識はあり

ませんでした。日本の獣医や肥育技術の専門家と協力し、

肉牛の肥育手法の確立を目指しています。日本でうまく

いっている方法も、そのままベトナムで適用することはで

きないので、実証実験を通じてトライ＆エラーを続けてき

ました。餌の配合の調整やデータ収集を行うため、3ヶ月

間牧場に張り付いていたこともあります」。餌一つとって

も、統一された飼料を用意すれば良いわけではない。牛

の肥育には、牧草と、KSF社で扱っているような穀物をベー

スにした配合飼料の両方が必要になる。適切なバランス

の餌を与えなければ、牛が育たないだけではなく、肺炎

や疫病の発生率も高まってしまう。肉牛の肥育を行う予

定の牧場は北から南まで、ベトナム各地に位置するが、

土地によって気象条件はもちろん、取れる牧草も異なる

ため、牧草の種類に合わせて配合飼料を調整し、ベスト

ミックスを見つけなくてはならない。ナムを中心に、それ

ぞれの土地に適した餌のベストミックスを追求し、2年半

かけて安定的な肉牛の肥育のノウハウを確立してきた。

未来を見据えた発想と実現への想い
彼らが目指す、ベトナムで肥育・加工した牛肉の安定供

給には至っていないが、販売を担当するチームは、北海

道から輸入した牛肉やベトナムでトライアル肥育・生産

した牛肉をスーパーマーケットやCVS、外食産業向けに

販売している。自社工場の稼働後、ベトナム産のチルド

ビーフを広めていくにあたり、市場のニーズを見極めなが

ら、販売チャネルを作っておくことが狙いだ。「自社工場

での生産を開始した時に、消費者に美味しい牛肉を良い

状態で届けることができなければ意味がありません。ま
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出向者ではなく経営者として先を見据える
まさに「ハンズオン」での経営と、現場の努力が花開き、

2022年12月期にはEBITベースで買収以来初の黒字化。

現在、安定的に収益を創出できる体制が整った。「当社

はまだまだ可能性のある企業です。課題は沢山あります

が、現地スタッフとこの会社をさらに発展させていきたい

ですね」。そう語る山田の表情からは、双日からの出向者

というよりも、SGP社をけん引する経営者としての強い覚

悟が見て取れた。

　買収当初は10名の出向者が部長職以上のほとんどを

占めていたが、現在は3名のみ。事業を持続可能にする

ためにも、さらに現地化を進める方針だ。CAOの片山も

こう語った。「当社の方針を双日からの出向者だけで決め

ることはほとんどありません。情報共有や相談を密に行

うことで一体感が醸成され、業績が回復するほどに、社

員のモチベーションも高まっていると感じます。さらに高

みを目指し、ここにいて良かったと思ってもらえる会社に

していきます」。現場で汗をかくことを厭わない一人ひと

りの双日パーソンたちによって、双日はこれからも新たな

道を切り開き、新たな価値を創造し続けていく。

左：プロジェクト立ち上げの苦労について語る春本。　中央：ビナミルクグループの経産牛を使用したチルドの牛肉製品が2023年7月に発売された。　右：ベトナムの人々にも、双日
にも貢献できるプロジェクトであるとニーは語ってくれた。

左：ベトナムとともに成長していきたいと、今後のSGP社の発展について語る山田。　中央：SGP社の定番商品であるbless You。比較的収益の安定する家庭紙の市場で強固なポジション
を築いている。　右：2020年に着任、2023年よりCAOを務める片山はSGP社の目指す姿について語ってくれた。

逆境からはじまった買収後の歩み
ベトナムの大手製紙会社、Saigon Paper Corporation

（以下、SGP社）を双日が買収したのは2018年6月。世界

的なeコマースの伸長により需要が増大する段ボール原

紙の製造・販売を通じて事業を拡大していく計画だった。

しかし、買収直後から段ボール原紙の想定外の市況変

動により、しばらくはコスト割れで売り捌かなくてはなら

ない状況に陥ってしまう。

　問題は市況の影響だけではなかった。2023年からCEO

を務める山田はこう語る。「在庫の管理方法や、仕入れ値

と売値の適正なスプレッド、正確な業界でのポジションなど、

大切な情報をいかに見落としていたのかを、現場に来てよ

うやく気づかされました」。例えば、嵩張る紙製品は保管

に要するコストの収益への影響が大きいことなどから、製

紙ビジネスの成功のカギは、在庫管理にある。山田は前任

のCEOらとともに、その高度化に徹底的に取り組んでいっ

た。在庫保管用の外部倉庫は、生産量と出荷量をコント

ロールして在庫水準を低下させることで、全て撤廃。輸送

とハンドリングにかかるコストを大幅に削減した。現在、山

田の手元には生産・出荷・在庫のデータが日次で報告され、

それをモニタリングしながら、原料仕入れ量の調整や、販

売強化施策の指示を行い、社員とともに改善を重ねる。

複数の本部から多様な経験を持つ社員
が集結したVietnam Livestock社チーム。
2022年に実施した社員旅行などで、積
極的なチームビルディングを行った。

  P110 生活産業・アグリビジネス本部
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だ本格的な生産は始まっていませんが、近い将来にこん

なに美味しい牛肉がベトナム国内で作られるということ

を伝えるために、販売チャネルの開拓に取り組んでいま

す」。そう語る販売チームの吉川は、2021年12月に着任。

以前は生活産業・アグリビジネス本部で、野菜の販売な

どを担当していた。肉を扱うこともベトナムでの事業も未

経験だった彼女は、そのキャリアについてこう語った。「異

なる領域への異動が多い双日パーソンにとって、以前の

仕事の経験を次にどのように活かしていくかを常に考え

なくてはなりません。それが私にとっては仕事を楽しめ

る要因でもあり、成長につながっているとも感じます」。

　北海道から輸入する牛肉は、その品質に関しては顧客

からも評価を得ているが、輸入コストもかかるために価

格は高い。ベトナム産の牛肉を生産することができれば、

美味しい牛肉をより多くの人々に届けることができる。

2022年6月から人事・法務・渉外を担当するニーはこう

話した。「このプロジェクトに関わることになり、ベトナム

で双日がやろうとしていることが分かってくるにつれ、ベ

トナムの人々に良いものを届けたいという想いが高まり、

モチベーションにもつながっています」。

プロジェクトの推進を加速する双日のネットワーク
ビナビーフの販売に漕ぎつけるまでの道のりは長いが、プ

ロジェクト開始から約2年半で、食肉加工工場の建設決

定、肉牛の肥育方法の確立、販売チャネルの開拓と、事

業全体の形が見えてきた。ここまでの歩みを、春本はこう

ハンズオン経営による
バリューアップ

語る。「全てがまさに一からのスタートでした。言い訳を

探して甘えてしまうことはいくらでもできてしまうので、チー

ムとして、とにかくスピードを意識していました。遅れつ

つもここまで進めることができているのは、日本で米国か

らの輸入牛肉を扱う双日食料をはじめとするグループ会

社や、双日グループとお付き合いのあった会社のサポー

トとネットワークがあったからこそです」。飼料を供給す

るKSF社や、チルド牛肉を流通させるのに欠かせない四

温度帯物流機能を持つNLVJ社をはじめ、グループとして

の機能やネットワークを最大限に活用しながら、プロジェ

クトは進められている。ベトナムの牛肉市場という新たな

道を切り開き、安全・安心で美味しい牛肉という新たな

価値を届ける。まさにNew way, New valueというグルー

プスローガンを体現する、この双日らしい事業と人的ネッ

トワークを活かしながら、成長著しいベトナムの発展に

寄与していく。
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双日株式会社 統合報告書2023

ベトナムにおける双日の価値創造プロセス

•  日本企業で初めて「ベトナム国
友好勲章」を受章

•  業界における豊富なプロジェク
ト実績に対する信頼

社会が得る価値
•  時代の変化に応じた、 
ベトナムの社会・経済発展
に貢献

•  ベトナムと日本との 
友好関係強化

•  事業の創出に伴う 
現地雇用の創出

双日が得る価値
•  ベトナムにおける知見・ 
優良な資産の積み上げ、 
ブランド価値の向上

•  消費者需要を起点とした
マーケットイン型ビジネス、
ハンズオン経営のノウハウ
の蓄積

•  共創できる新たな 
パートナー

2つの価値
共通価値の創造

共創と 
共有の実践 

マーケット 
イン の徹底 

スピード 
の追求 

必要なモノ・サービスを必要な 
ところに提供する

経済成長を続けるベトナムにおいて、
多様なニーズの変化を捉え、
新たな価値を創出し、

同国の発展に寄与していく

事業経験を通じた人材の育成・強化
ベトナムにおける事業基盤の強化

現地で実績を持つパートナーとの連携により、 
事業の幅出しを実現

マネジメントの現地化
消費者と直接の接点を持つ 
ミニストップの店舗拡大

ハンズオン経営により、 
経営と現場が一丸となり、 
プロジェクトをスピーディに進行

•  多様な事業領域での 

経験を持つ人材
•  案件組成・推進能力
•  ベトナムに精通した人材の厚さ
•  ベトナムを拠点とする 

グループ社員：3,330名

人材
基盤

•  積極投資ができる財務基盤、 
与信力

•  東南アジアなどの成長市場への
成長戦略投資 
（中計2023で1,000億～1,500億円 

程度）

財務 
基盤

•  1986年、日本企業初の駐在員事
務所開設以来、積み上げてきた
ベトナム政府からの信頼

•  長年培ってきた幅広い人的 
ネットワーク

•  国内外で協業実績のある 
パートナー

•  事業推進の豊富な知見と実績
•  異なる領域（インフラビジネス等）
で培った経験・スキル

ビジネス 
ノウハウ・ 
顧客との 
つながり

•  ベトナムでの現地拠点
•  ベトナムにおける双日グループ
会社23社（2023年6月時点）

•  国内本社機能（営業・職能）と、
現地駐在員＆ローカルスタッフ
との緊密な連携

国内外 
拠点

ブランド

事業と人材の創造で新たな価値を創出する
発展のスピードが速く、日々環境が変化するベトナムという市場においては、今うまくいっ

ている事業でも、常に次を見据えて変化していかなければ淘汰されてしまいます。こういっ

た厳しい環境ではありますが、一方において常に新しい挑戦機会や気づきが得られるた

め、そこで働く人の成長にもつながります。実際に、それぞれの事業会社で、日々新たな

課題に直面しながらもその会社の社員と一体となって取り組む双日パーソンの成長に

は目を見張るものがあります。

　成長を続けるベトナムにおいて、私たちの課題は、その成長をしっかりと捉え続けてい

くことです。変化を捉え、これから必要とされるモノやサービスを提供し続けることが、

事業を成功させる要因であり、同時にベトナムの発展に寄与することだと考えています。

日本の知見や技術の提供をはじめ、既存のビジネスに新しい技術や機能を導入して組

み合わせることで、新たな価値を創出する。それがこの地における私たちの使命です。

水嶋 恒三
双日ベトナム会社副社長 
兼ホーチミン店長
2021年度よりホーチミン日本商工会議所 会頭
鉄鋼会社向けの石炭の輸入業務やジャカルタ駐
在、エネルギー、物流事業等を経験。2019年4月
よりベトナム・ホーチミンの地で奮闘している。


